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活動成果物について

緊急情報

日々発生するフィッシングの報告の

中で、短期間で大量のフィッシング

メ ー ルが配信されたものや、これま

でにない新しい手口、金銭被害が

拡大する懸念のあるものなどにつ

いて は「緊急情報」として 協議会

ウェブサイトやメディアを通じ広く注

意喚起を 行 っ て い ま す 。 実際の

フィッシングメー ルや、フィッシングサ

イト画像も公開しています。
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フィッシング対策セミナ ー

-•9rmと呻U雙P『'

• ヽこ●●�

二―- -—
.... ..

: .“ 

• 』•嵐●員

． 
-

9 · -
- -

-

l.� 
•J・

フィッシング対策協議会が 実施する最大のセミナー イベントで、各専門分野のプロフェッショナルを講師とし

て 招き、フィッシング対策の最新動向を紹介します。また、セミナ ー 講演だけでなく正会員による各社対策ソ

リュ ーションの展示、説明も行います。

フィッシング対策ガイドライン

調査報告書 ヽ
――-

フィッシング被害の発生状況をまとめ、被害の低減を目的とし た

調査の実施やレポ ートの発行を行っています。以下は、Webサイト

で公開している主なレポ ートです。
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■ フィッシング月次報告書（毎月）
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■ 事業者向けフィッシング対策ガイドライン（毎年改訂）

■ 利用者向けフィッシング詐欺対策ガイドライン（毎年改訂）

■ フィッシングレポ ー ト（毎年改訂）

■ SSL/TLSサ ー バ証明書表示に関する調査報告（不定期更新）

■インタ ー ネットサ ー ピス提供事業者における認証方法に関するアンケ ート調査(2019年7月）

■ マンガでわかるフィッシング対策5カ条

勉強会

先進的なフィッシング対策を進めている企業担当

者や、フィッシングに関する学術的な研究を行うリ

サ ー チャ ー等を講師に招き、会員向けの勉強会を

実施しています。

会員の組織におけるフィッシング対策の向上 や、

当協議会の 公開レポ ー ト等、 アウトプットの品質

向上につながっています。

海外連携

ネット犯罪の対策には海外連携が不可欠です。米

国を本拠地と するAPWG (Anti-Phishing

Working Group)は、フィッシングを含むサイバー

犯罪を撲滅するために設立された、グロ ーバルな非

営利団体で、長年にわたって情報交換や双方の

取材イベントにおける講師派遣などの連携実績が

あります。
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2022 年 8 月現在
＜正会員＞
■IP FORWARD株式会社
■アイマトリックス株式会社
■アカマイ・テクノロジーズ
■株式会社アクアリーフ
■株式会社 ACSiON
■株式会社アクリート
■アコム株式会社
■Appgate
■RSA Security Japan 合同会社
■アルプス システム インテグレーション株式会社
■株式会社アンラボ
■イオンクレジットサービス株式会社
■Vade Japan 株式会社
■ウェブルート株式会社
■SMBC ファイナンスサービス株式会社
■NTT コミュニケーションズ株式会社
■NTT コム オンライン・マーケティング・
　ソリューション株式会社
■FCNT 株式会社
■株式会社MCセキュリティ
■auペイメント株式会社
■ 株式会社オリエントコーポレーション
■株式会社カウリス
■株式会社カスペルスキー
■キヤノン IT ソリューションズ株式会社
■Capy 株式会社
■キングソフト株式会社
■Cloudflare Japan 株式会社
■株式会社クレディセゾン
■コフェンス合同会社
■サイバートラスト株式会社
■CSC ジャパン株式会社
■GMOグローバルサイン株式会社
■GMOブランドセキュリティ株式会社
■G DATA Software 株式会社
■株式会社ジャックス
■Japan Digital Design 株式会社
■Splunk Services Japan 合同会社
■セキュアコア株式会社
■株式会社セキュアブレイン
■セコムトラストシステムズ株式会社
■株式会社セブン・カードサービス
■株式会社セブン銀行

■ソースネクスト株式会社
■株式会社 ZOZO
■ソニックウォール・ジャパン株式会社
■ソフトバンク株式会社
■株式会社ソリトンシステムズ
■大同生命保険株式会社
■株式会社デジオン
■デジサート・ジャパン合同会社
■デジタルアーツ株式会社
■デロイト トーマツ サイバー合同会社
■株式会社 TwoFive
■トッパン・フォームズ株式会社
■トビラシステムズ株式会社
■トレンドマイクロ株式会社
■日本アイ・ビー・エム株式会社
■日本 PCサービス株式会社
■株式会社日本レジストリサービス
■ネットスター株式会社
■ネットムーブ株式会社
■KnowBe4 Japan 合同会社
■株式会社ノートンライフロック
■PIPELINE 株式会社
■パロアルトネットワークス株式会社
■株式会社日立システムズ
■株式会社 bitFlyer
■BB ソフトサービス株式会社
■フォーティネットジャパン合同会社
■Whoscall 株式会社
■株式会社 Paidy
■HENNGE 株式会社
■株式会社ボーグテクノロジー
■株式会社マクニカネットワークスカンパニー
■三井住友トラストクラブ株式会社
■三菱UFJ ニコス株式会社
■Musarubra Japan 株式会社
■株式会社メルカリ
■ヤフー株式会社
■LINE 株式会社
■楽天グループ株式会社
■株式会社ラック
■株式会社リクルート
■ルックアウト・ジャパン株式会社
■LexisNexis Risk Solutions FL Inc

＜リサーチパートナー＞
■内田 　勝也氏 ■鈴木　哲治氏
■宮本　大輔氏  ■山口　浩一氏
■吉浦　裕氏

＜関連団体＞
■一般社団法人金融 ISAC
■一般社団法人サイバー犯罪捜査・調査ナレッジフォーラム
■一般社団法人 JPCERT コーディネーションセンター
■一般社団法人セキュリティ対策推進協議会
■一般社団法人全国銀行協会
■長崎県立大学
■一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会
■日本貸金業協会
■一般社団法人日本クレジット協会
■日本クレジットカード協会
■一般社団法人日本サイバー犯罪対策センター
■一般社団法人日本スマートフォンセキュリティ協会
■特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会
■一般社団法人ブロードバンド推進協議会
■APWG（Anti-Phishing Working Group)

＜オブザーバー＞
■金融庁
■経済産業省
■警察庁
■独立行政法人国民生活センター
■消費者庁
■独立行政法人情報処理推進機構
■総務省

＜事務局＞
■一般社団法人　JPCERT　コーディネーションセンター

URL早期配信・共有システム

検討タスクフォース

偽サイト対応自動化

タスクフォース

新たに発見されたフィッシングサイトのURL 情報を、
正会員企業に対し早期に配信、共有するためのシス
テム構築と運用方法について検討するタスクフォース
です。増加しているフィッシングサイトへ事業者が迅
速な対応を取れるようにし、被害を減少させることを
目指しています。

偽サイトの早期発見や対応について自動化する仕組み
の構築をするタスクフォースです。    会員企業や有志で
フィッシング対応を行っている方々向けに、偽サイト対
応を効率化するような仕組みを提供しフィッシング詐欺
が成功しにくくなるような状況になることを目指します。

主査：早川　和実（NTT コミュニケーションズ株式会社）主査：唐沢　勇輔
（Japan Digital Design 株式会社／ソースネクスト株式会社）

主査：唐沢　勇輔
（Japan Digital Design 株式会社／ソースネクスト株式会社）
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URL早期配信
共有システム
タスクフォース

偽サイト
対応自動化

タスクフォース

＜委員長＞
加藤　孝浩        （トッパン ・ フォームズ株式会社）

＜運営委員＞
猪野　裕司        （株式会社リクルート）
遠藤　淳 （株式会社日本レジストリサービス）
小川　英雄        （株式会社カウリス）
角谷　沙歩子     （株式会社マクニカ）
武田　茂馬        （株式会社 bitflyer）
丹京　真一     　 （日立システムズ株式会社）

＜副委員長＞
唐沢　勇輔 （Japan Digital Design 株式会社／ソースネクスト株式会社）

長谷部　一泰   （アルプス システム インテグレーション株式会社）
早川　和美      （NTT コミュニケーションズ株式会社）
林     憲明      （トレンドマイクロ株式会社）
安田　貴紀      （株式会社 ACSiON）
山本　和輝      （株式会社ラック）



記載される会社名または製品名などは、 各社の登録商標または商標です。 なお本文中では TM、   マークは明記していません。

記載内容は 2022 年 8 月現在のものです。
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